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根拠法・関連法概要項目施⾏⽉
健康保険法・健康保険料と合わせた形で⼦ども・⼦育て⽀援⾦の徴収の開始⼦ども・⼦育て⽀援⾦徴収開始R8.41

ー・健康保険の被扶養者認定における年収の考え⽅が、労働契約で定められた賃⾦から⾒込まれ
る年間収⼊により判定（給与収⼊のみの場合）

健康保険の被扶養者
認定基準⾒直しR8.42

⼥性活躍推進法
・従業員数101人以上300人以下の企業に対し、男⼥間賃⾦差異と⼥性管理職⽐率の情報
公表義務化
・従業員数301人以上の企業は、⼥性管理職⽐率を情報公表項目に追加

男⼥間賃⾦差異・
⼥性管理職⽐率の情報公表R8.43

確定拠出年⾦法・企業型DCにおける加⼊者掛⾦（マッチング拠出）について事業主掛⾦を超えて拠出できるよう
に上限廃止

企業型DCのマッチング拠出額の
上限額廃止R8.44

厚⽣年⾦保険法・在職⽼齢年⾦制度の⽀給停止となる収⼊基準額を51万円から65万円に引上げ在職⽼齢年⾦制度の⾒直しR8.45

障害者雇用促進法・障害者法定雇用率を2.7％に引上げ障害者法定雇用率の⾒直しR8.76

健康保険法
厚⽣年⾦保険法

・社会保険の適用拡⼤に伴い加⼊する⼀定の短時間労働者に対し社会保険料の負担を軽減で
きる措置の創設
・事業主が⼀旦負担した社会保険料相当額に対し⽀援
※最⼤3年間

社会保険料の負担割合変更による
被保険者の負担軽減R8.107

労働施策総合推進法・カスタマーハラスメント対策の義務化カスハラ対策義務化R8.108

男⼥雇用機会均等法・求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策の義務化就活セクハラ対策義務化R8.109

確定拠出年⾦法施⾏令・企業型確定拠出年⾦の拠出限度額を1ヶ月あたり5.5万円から6.2万円に引上げ企業型確定拠出年⾦の
拠出限度額引上げR8.1210

公益通報者保護法
・通報を理由とした解雇・懲戒処分の決定に関与した関係者への罰則創設
・通報を理由として解雇等を⾏った法人に、法人重課として罰則創設
・通報者を特定しようとする⾏為の禁止（正当な理由がある場合を除く）

公益通報者の保護強化
［労働者301人以上］R8.1211
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根拠法・関連法概要項目施⾏⽉
厚⽣年⾦保険法・厚⽣年⾦保険の標準報酬月額の上限額65万円→68万円に引上げ標準報酬月額上限額引上げ①R9.912

健康保険法
厚⽣年⾦保険法・従業員数36〜50人企業規模の事業所の短時間労働者が社会保険に加⼊社会保険 適用事業所拡⼤①R9.1013

健康保険法
厚⽣年⾦保険法・短時間労働者の社会保険加⼊基準である月額賃⾦8.8万円以上を廃止社会保険 賃⾦要件撤廃〜R10.6頃

まで14

労働安全衛⽣法・企業規模にかかわらず、ストレスチェックの実施義務ストレスチェック企業規模撤廃〜R10.6頃
まで15

厚⽣年⾦保険法・厚⽣年⾦保険の標準報酬月額の上限額68万円→71万円に引上げ標準報酬月額上限額引上げ②R10.916

雇用保険法・被保険者の加⼊要件を週20時間以上から週10時間以上に引下げ雇用保険の適用拡⼤R10.1017

厚⽣年⾦保険法・厚⽣年⾦保険の標準報酬月額の上限額71万円→75万円に引上げ標準報酬月額上限額引上げ③R11.918

健康保険法
厚⽣年⾦保険法・従業員数21〜35人企業規模の事業所の短時間労働者が社会保険に加⼊社会保険 適用事業所拡⼤②R11.1019

健康保険法
厚⽣年⾦保険法・非適用業種である常時５人以上の者を使用する個人事業所も社会保険の適用事業所に加える社会保険 個人事業所適用拡⼤R11.1020

健康保険法
厚⽣年⾦保険法・従業員数11〜20人企業規模の事業所の短時間労働者が社会保険に加⼊社会保険 適用事業所拡⼤③R14.1021

健康保険法
厚⽣年⾦保険法・従業員数10人以下の事業所の短時間労働者が社会保険に加⼊社会保険 適用事業所拡⼤④R17.1022


